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公益社団法人日本医師会
常任理事江澤和彦

地域包括ケアシステムの強化のための介護保険法等の一部を改正する法律のボイント
平成29年5月26日成立、6月2日公布

者の自立支援と要介状の重度化防止、地域共生社会の実現を図るとともに、制度の持続可能性を確保
することに配し、サービスを必要とする方に必要なサービスが提供されるようにする。

1 地城包括ケアシステムの深化・推進
止L1 .

0207

全市町村が保険者機能空発し、自立支援・度化防止に向けて取り組む仕組みの制度化
・国から提供されたデータを分析の上、介保険事業(支援)計面を策定。計画に介腰予防・度化防止等の取組内容と目標を記載'国らエデーを分の、介保険事業(支援)計面を策定。計匝りニ介腰予防・度化防止等の取組内容と目標を記載

.

(その他)

・地域包括支援センターの樵能強化(市町村による評価の鞍劫づけ等)

.居宅サービス事業者の指定等に対する保険老の閥与強化(小規悦多機能等を普及さゼる段点からの指定拒否の仕組み等の導入)
・■知症施娥のⅢ進(新オレンジプランの基本的な吋え方(普&・害発等の関迎筋擁の総合的な推進)を制震上叫確化)

2 .

①「日的な管や「し・ターミナルのと「生、 としてのと 、ナーナ・ナ'
※の嘘制の経遇母期間にっいては、6年間延長する昇ととする。摘院又は診縦所から新施設に転換した場合には、転換前の病院又は診探所の
名称を引き続き使用できることとする,

②医療・介護の連等に関し、都道府県による市町村に対する必要な報の提供その他の支援の規定を整備

3 L

・各医療保険者が納付する介護納付金(40~64歳の保険料)にっいて、被用者保険間では『総報酬割』(報酬額に比例した負担)とする。
※平成30年4月1日施行。(Ⅱ5は平成29年8月分の介護劫付金から適用、Ⅱ4は平成30年8月1日施行)
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市^による地域住民と行政等との協働による包括的支援体制作り、福祉分野の共通項を記した地域福祉計画の策定の
・高齢者と障害児者が同一事業所でサービスを受けやすくするため、介護保険と障害福祉制度に新たに共生型サービスを位置付ける
(その他)

・有将老人ホームの入居老保榎のための施策の強化(事案停止命令の創設,前払金の保全揣匠の義務の対象拡大等)
・障害者支扱施設等を退所して介授保政施設等に入所した場含の保険者の見直し(脚害者支扱施設等1、入所する削の市町村を保険者とする.)

介保険制度続可能性保
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(定義)(介護保険法第8条第29項)
介護医療院とは、要介護者であって、主として長期にわたり療養が必要である者に対し、
施設サービス計画に基づいて、療養上の管理、看護、医学的管理の下における介護及び機
能訓練その他必要な医療並びに日常生活上の世話を行うことを目的とする施設。

(基本方針)

二条介護医療院は、

きるようにするものでなけれぱ恋らない。

(介医蜂院の人、施設及び設備皿びに運営に閲する基準(平成30年

0医療の必要な要介護高齢者の長期療養生}舌施設

介医院の概要

"=

^

(参考1)介護老人福祉施設の定義___、
老人福祉法第二十条の五に規定する特別養護老人ホーム(入所定員が三十人以上で防るものに眼る以下この項におい

こ'1ー、 0=1

により、その者がその有する能力に応じ自立した日常生活を営むことがで

3対1
(コち暑護員を

2/7程度を標築)

て同じ。)であって、

(多考2)介老人保健施設の定穣
要介護者であって、
tl

者」という。)に対し、施設サービス計画に基づいて、

弌1

L

夛

に対し、施設サービス計画に基づいて、
六 1 に'▲言

(その治療の必要の程度にっき厚生労働省令で定めるものに限る。以下この項において蝉に「要介護

を目的とする施設として、第九十四条第一項の都道府県知事の許可を受けたもの霊
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量

健康管理及び探婆
上の指猟のナめの必
要な数
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療養病床は、病院又は診療所の病床のうち、主として長期にわたり療養を必要とする患者を入院させるもの0
がある。と、

介齢の長期療.生活、であるたな介・険施設「介医院倉1、(平成30年4月施行)
医療療養病「 特別蓑護老人介護老人

介護療養病床 ホーム保健施設療蓑1・ 2 経口
{20対1〕}(

排せつ、に対し、施設サーピス計画に基づいて、入,合、
を目的とする施設

概雲

病院.診療所の病床のうち、まと」病院'診療所の病床のうち、長期
症悪在必興とする要介腔者に対

生省令第5号))

院窒堂澄もの
※僚聾1.2は医療区分2・3の血者がそ札ぞ
れ9割・5割以上

約15,1
万床 1

病床数

療養病床等の概要

設皿根
拠

^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^

3対1

医飾

医療法(病院・診療所)

約66

万床

L、
謹、必雲な医探等を提供するも
の

48対1(3名以上)

1065市(原則個
室)面須

゛^憎届11H」芋成28州7J1101・i'乞窮院悼W{平゛"叶{J」1分嵐跿}'ざ
゛5 惰岐昨生一61市以上可"身施搾典制11火規改"上で0

約55万床

医療法(病院・診擦所)

n地促胎県f介雌痔尋剛母将篤詮)

医療庄(医療捉僕施設)

6'4 rrr

要介額者の

艮朋癒蓋^

48対1(3名以上)

6対1

6対1~4対1
操萎楓能独化型は5対1~4対1

6.4 rrl

介雁保険法(介燐医療院)

100対148対1

要介塩者1リハ即」

等を提供し、狂皇
御帰在目指す施

設

約36.8万床都
(うち介簾療養型:
約09万床)

1【3名以上.宿偵畜行う医師を置かない場合は1名以上)

6対16対1

5対1~4対1 6対1~4対1

8.or『1以上※5

.
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斐介護者のための
牛活施設

介經保険法
(介謹老人保戯撫設)

約56.7万床叩

100対1

(1名以上)

老人棉祉法
(老人福祉施設)
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診察室

病室・
療養室

機能訓隷
室

談話室

食堂

浴室

レク1」エーション

ルーム

その他

医設

他設

介療養病床(病院)
【療養機能強化型】

指定基皐

各門の診寮室

介護医療院

定 4名以下、床面積6.4m2/人以上

談話を楽しめる広さ

入院患者1人あナニリ1m2以上

身体の不自由な者が入浴するのに適したもの

40m2以上

2施設・設備基準

処室、陪床検査施設、エッウス線装、調剤
所

給食施設、その他都道府の条例で定める施
設

診療の用に供する電気、光線、熱、蒸気又はガ
スに関す造設、放に関する機造設

医療の
構造設備

指定基皐

医師が診察を行うのに切なもの

定員4名以下、床面積8. omを/人以上
楽転換の合、大規槙改修まで
6.4rnz/人以上で可

介護医療院

廊下

耐火構造

廊下幅:1.8m、中廊下は2.7m
※軽過措廊下幅:1.2m、中廊下1.6m

注介護廐養病床の甚準において、繰で示されているものは、病院としての基皐

談話を稾しめる広さ

入所定員1人あナニリ1m2以上

の不自由な者が入浴するのにしたもの

(3階以上に病室がある合)
建築基準法にづく主要構造部:耐火建築物

40rn2以上

処室、臨床検篦設、エッウス敏装、譜剤
所

洗面所、便所、サービスステーション.調理室、
洗'又は洗湿、汚物処理室

診療の用に併する気、光、熱、蒸気又はガ
スに関する造設、放射線に間ずる構造設

指定

医師が診察を行うのに適切なもの

定 4名以下、床面積8.omユノ人以上
※転換の合、 改修まで
6.4m2/人以上で可

入所定 1人あナニリ1mE以上
※転換の合、大規改修まで綬和

談踊を稾しめる広さ

入所定 1人あたり2m.以上

身体の不自由な者が入浴tるのに適したもの

介老人保健施設

十分な広さ

介護医療院①人員基準

1型は介護療養病床(機能強化型A・B)を、Ⅱ型は介護老人保健施設を参考に設定

廊下幅: 1.8m、中廊下の合はユ.7m
崇転換の含廊下幅:12m、中廊下16m

原則、耐火建築物(2階建て又は平建てのう
ち特別な場合は耐火建叢物)

医師

薬剤師

介雁療鴇病床(摘院)
能強化型】

報酬上

(藥剤師が剤を行う合.調剤所)

洗面所、便所、サービスステーション、調理室、
洗濯室又は洗濯、汚物処理室

指定

48:1
i宿陰でヨ以 1・1

150:1

雁職員

十分な広さ

ι

介護職員

麦損相麟員

6:1

廊下幅: 1.8m、中剛下の合は2.7m
※転換の合廊下幅: 1.ユm、中廊下1.6m

原則.耐火建築物(2階建て又は乎屋てのう
ち特別な合は準火建築物)

※転換の場合、特例あり

リハ専門職

智■■■●伺■個個■■●個●■●●●■●督■■■■■督■冒■佃■■■

6:1

栄養士

介雁支援
専門

放射線技師

他の従業者

6:1

うち轟瑞師
2削以上

指定

48:1

(施Wで3以上)

150:1

1型介雁医療院

報酬上

PT/OT :
適当数

5:1~4:1

1以上

100;1

【1名以上)

適当数

塘半紘...

医師の宿直

、

介世医療院

6:1

注2:背

注3:

準

5:1

Ⅱ型介誰医療院

指定準報酬上

、ー

が緑で示されているものは、病院として
はないが、想定してぃる報酬上の配。療嚢休制樹寺特

医師:宿直

う 師
2割以上

PT/OT/5T :
適当数

定 100以上で
1以上

100:1

(1名以上)

週当数

...迫当辞....

■伺●■●■悔●■■●■吋仙吋司■■●■●■個■■●■●■■物首制督.冊.■■.....曽

(^で1以上)

300:1

5:1~4:1

■●■●■■■■●●■●

■,■■●●言佃●●■

鬼

6:1

準

暫■■冒●■■■昏■■■■●■■●冊●■■■"甘■■■■■色■.冒■

6:1

介雁老人保健施設

指定

1 0:

(總Wセ1以上)

300:1

^

PT 0Υ/ST :
適当数

定 100以上で
1以上

100

(1名以上)

適当数

適半茸

6:1

6:1~4:1

●●邑■●●●■●●■

報酬上

3:1

( 2/刀

で介雁4:1となる.

100:1

(1名以上)

PT/OT/ST :
100:1

定員100以上で
1以上

100;1

(1名以上)

1従来型・蜘幽1
肴註,介融3 ・ 1.

f,冠蛮系削}を
口儀6:1.
介理6:1
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a 室に洗面所をした合に必要となる床面及び収納設偏のに要する床面は、拳

d

療養室について

家具、パーティション、カーテン等の組合せにより、
入所者のブライバシーを確保する場合

寂具・問

カーテν

ペッド

ベッド

カーテソ

カーテソ

カーテソ

衣具・問仕御り

ペッド

カーテンのみで仕切られている堤合

0 地域における医療及び介護の総合的な確保を推進するため平成26年度から消費税増収分等を活用した財政支援制度(地域医
療介護総合確保基金)を創設L、各都道府県に設置。

6891 0340 地域医療介護総合確保基金の平成31年度予案は、ハベース 1858
54824

地域医療介護総合確保基金の平成31年度予算案について

ノ^、、'

ペッド

ξ玉ヲ

パーティション等が何もないような場合

カーチγ

8

カーチν

カー,ν.

地域医療介総合確保金の予

1,628憶円

一手ν

介燭分

724母円

(ろぢ、
国分483
偲円)

904位円

1.661位円

偲m分
904母円

1,620倖円

(うち、
国分印ユ
母円)

6玉子

匡砥分
904但円

{うち.
円分印2
悟円)

介垣分
1,561但
円

(うち.
国分
1,040偲
f9)

介ι鶴分
72●但円

{うち
国分4日3

俸円)

ベッド

26年度予
(当初〒算)

1.628但円

介埋分
724伯円

【ぢ、
国分483
母円)

1.65B位円

27年度〒
(当初予)

医抑分
904俸円

{うち,
田分602
偲円)

介1蔓分
724伯円

【うち、
瓜分4田
母円)

1.868惇円

幻年産予拝
(補正予拝)

引年塵〒算案
(当籾予算)

介堆分
824伯円

{うち,
田分549
徳円)

区創分
904偲円

{うち、
「ヨ分602
母円)

地域医療介讃総合確保基金の対象事

如年度予算
(当初予算)

※基金の対象業は、平成26年度は医療を
対象として1、2、4を、平成27年度以降は
介を含めて全ての業としている。

1 地域医療構想の達成に向けた医療機関の

施設又は設備の整備に関する事業

2 居宅等における医療の提供に関する事業

匡療分
93'位円

{うち、
国分622
伯円】

のー

抽年塵〒悼
(当初〒尊)

3 介護施設等の整備に関する事業(地域密
薔型サービス等)

信抑分

1,034母
円

{うち.
ι訂分6B9
母円)

30年度〒罪
【当初予算)

4 医療従事者の確保に関する事業

5 介護従事者の確保に関する事業
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地域医療介護総合確保基
戸

0 団塊の世代が75歳以上となる2025年を展望すれぱ、病床の機能分化・連携、在宅医療,介の推進、医療・介護従事者の
確保・勤務の改善等、「効率的かっの高い医療提供体制の構築」と「地域包括ケアシステムの築」が急務の課題。
0 このため、消税増収分を活用した新たな財政支援制度(地域医療介総合確保基金)を 1設し、各都道府県に設 0
各都道府県は、都道府県計画を作成し、当該計画に基づき事業を実施。

、

費税

国

禦国と都道府県の
負担割合2/'3、1/3

基金

活用

平成31年度予案公費:1β卵円(国.1.239円)
(医疫分公;●.034億円(国:舶9憶円)、介護分公費舶4憶円(国費 5舶億円)

都

(基金

都道府県計画及び市町村計画(基金事菜計画)

0 基金に関する基本的項
・公正かつ透明なプロセスの確保(関係者の見を反映させる仕組みの整備
主体閻の公平性など公正性・透明性の確保
・診療報酬・介報酬等との役割分担

0 都府計画及び市町村計回の基本的な記載項
医療介総合確保区域の設定崇1 /目標と計画期間(原則1年間)/
の内客、用の額等/業の評価方法難2
※1 都道府県は、二次医療圏及び考人福祉圏壊を念頭にきっっ、地壊の実を
踏まえて設定.市町村は、日常生活圏域を念頭に設定.

※2 都道府県は、市町村の博力を得っつ、巣の後評価等を実筋
国は都道府県の業を検証し、基金の配分等に活用

0 都道府は市町村計回の事業をとりまとめて、都道府計画を作成

事業者等侮療機閲、介

計圃

画)

市町

(金

括ケアシステムの構築に向けて、都道府県計画に基づき、
供体制の整備を促進するための支援を行う。平成31年度予案では、
所)

ービス事業所等)

地域医療介譜総合確保基金の対象蛋業

1 地城医療想の達成に向けた医療機閏の施設又は設備の整備に
関する粟

居宅等における医療の提供に閲する事業

介施設等の整備に関す業

医療従訂者の確保に閲する事業

業のに

対獄捌

1.域

可能な限り住
に

(対象施設) 地城症疫型特別養護老人ホーム(併設されるショートスティ用居室身含力)、小規搾な老人保健施設、小規模な介護医療院、小規模な養雄老人
ホーム、小規槙なケアハウス、都市型軽掛老人ホーム、認知症高齢者グループホーム、小規模多機能型居宅介護、定期巡回.随時対ヰ型訪問介
護署護、看護小規椣多機能型居宅介護、認知症対応型ディサービスセンター、介護予防拠点、地城包括支援センター、生活支援ハウスι陞島.雌
美群島・山村・水源地城・半島・過珠地城・沖縄・豪計地帯に係る掘興法や特別措雁法に基づくものに限る)、緊急ショートスティ、施設内保青施設
※定μ30人以上の広域梨施殻の整岬鬢に0いては、平成18年座より一般財数化され、各都道府県が支援を行0ている(介護医療院を含む)。

0他の施設等との合築・併設を行う場合に補助単価の加算を行う.

0空き家を活用した地域密型サービス施設・事業所等の整備につぃて支援を行う.

2.介腰施設の開設準偏経費等への支援

、

地域医介総合確保金を活用した介凄施設等の

が

ービ

れた地域で安心して
、ι

一

0特別老人ホーム等の円滑な開設のため、施設の開設準備(既存施設の増床を含む)に要するにつぃて支援を行う.
※定員30人以上の広域型施股を含む広型・地密着型の特別養老人ホームに併設されるショートスティ用居室む

0在宅での療養生活に伴う医療二ーズの増大に対応するため、訪問看護ステーションの大規榎化やサテライト型事業所の設に必要な
設備等について支援を行う.

0土地の取得が困難な都市部等での施設整備を支援するため、定期借地権の設定のための一時金につぃて支援を行う。

0施設整備候補地民有地)の積極的な掘り起こしのため、地域の不動産事業者等を含めた協議会の設置等の支援を行う.また、土地
所有者と施設整備法人のマッチングの支援を行う.

らせるよう、地レ戊密魅型サービス施設・耶業所等の整備
^
'に対して支援を行う.

に所在する場合は、補助単価の8叱加算が可能

0介讃施設で働く職員等を確保するため、施設内の保育施設の整備に対して支援を行う。

3.特鴇多床室のプライバシー保繊のための改修等による介ービスの改善

平成31年度予案
467憶円(国)

密着型サーヒス等、 の実情に応じた介護サーヒス提
地城の二ーズ等に適したメニユーの充実を行う(工聾篦

0特別妥護老人ホームにおける多床室のプライバシー保護のための改修用につぃて支援を行う。
0特別養護老人ホーム等のユニツト化に係る改修賢用について支援を行う。

0介療養型医療施設等の老人保健施設等(介護医療院を含む)への転換整備につぃて支援を行う。

※1~3を行う施設・業所等が、特別豪雪地帯 1

2
 
3
 
4
 
5

回
計

都
道
府
県

市
町
村



地域医療介・総合確保基金を活用した介従者の確保

0 地域の実情に応じた介護従事者の確保対策を支援するため、都道府県計画を踏まえて実施
される「参入促進」.「資質の向上」・「労環境・処遇の改善」に資する事業を支援0

労働環境・処遇の改善資質の向上参入促進

0地域住民や学校の生徒に対する介雄や介 0介護人材キャリアアツプ研修支援
.経験年数3~5年程度の中堅職に対する護の仕の理促進
研修

0若者・女性・齢者など多様な世代を対線 ・熔喪吸引等研修
とした介艦の職場体験 ・介護キャリア段位におけるアセツサー習受

講0高齢者など地域の住民による生活支授の
・介護支援専門に対する研修

担い手の養成

0各糧研修に係る代替要の確保、出ヨ埠0介未経験者に対する研修支援
修の奥施(新規)

0過疎地域等の人材確保が困雛な地域にお
ける合同就職説明会の実施 0潜在介護福祉士の再就業促進

.知識や技術を再確認するための研修の実施0ボランティアセンターとシルバー人材セン
・雛職した介福祉士の所在等の把擦ター等の携強化

0介餓業所におけるインターンシップ等の 0認知症ケアにわる人材育成のための研
導入促進 修

0介護に閲する入門的研修の実施からマツ
チングまでの一体的支援、介世の眉翠業盡 0地域包括ケで4私構にる人
隻皿体^ (新規)

0介護福祉土国家資格の取得を目指す外国
人留学生の受入環境整備 ナ'い

等 支橿(新規)

関係機閏.団体との連・協働の推進を図るナ・めの都道府県単位での協議会の設置
介護人材育成等に取り組む事業所1、対する道府県の認証評価制度の運営支援

平成幻年度予案
82億円(国費)

0新人介護職に対するエルダー・メン
ター(新人指導担当者)制度等入のため
の研修

0 理者等に対する用改善方策の普及
理者に対する雇用管理改善のため
の労働関係法規、休暇・休職制度等の
理解のための説明会の開催
・介護従事者の負担軽減にする介護
ロボットの入支授
・新人教育やキャリアパスなど用理
体制の改善に取り組む業所のコンテ
スト・表彰を実施

0介護従者の子て支援のための施設
内保育施設営等の支摂

0子て支授のための代普畷員のマッチン
グ

ICT0

0認知症高齢者等の権利擁緩のための人材
育成

等

介護医療院の基本報酬

1剛介藹医蠏院サービス費

精別介護医療院サービス費

0

1劉介護医療院廿ービス費ほ)

(強化型A相当)宥護6:1、介雁4

1_!,董医捌院"ービス黄(Ⅱ)

〔強化劉 B相当)冒護6 ' 1、介誇4

1剛介獲匪孃院サービス費慨)

i悔化剛 B 樗当)'喬,委6:1、介臓5

Ⅱ刑へ。質庭療院"ービス費(!)

靴換老健相当)'旨護0:】、<誇.

Ⅱ1上持隻医撰院廿ービス費田

私;換壱遜相当)"萎6:1、へ護5

Ⅱ剛。芭医療院サービス黄(Ⅲ

('換老健相当)看趣6: 1、介,質6

1劉持別介腰医蠏院サービス費

Ⅱ劉特別P護医孃院サービス費

町剛介誇医療院サービス費

等

が

0
0

二



介讃医療院基本報酬及定要件

1型介。董医療院

董 な身体疾患を有する者及び体合併症を・入所者等のうち、

(認知症であコて、悪性腫と診断された有する認知症 齢者

者、パーキンソン病聞連疾患等と診断された者、認知症の日常
生活自纛度mb以上)の占める割合が50%以上。
・入所者等のうち、暗喪吸引、経 又はインスリン注射が実

施された者の占める割合が50%住,以上.
入所者等のうち、次のいずれにも適合する者の占める割合が.

同個室的

多床室

10%()以上。
①医師分そ一般に禽められている医学的知見に基づき回復の見込
みが悲いと診断した者であること。
②入所者等又はその寡族等の向をて、入所者等のターミナ
ルケアに係る計画が作成されていること。
@医師、 等が共同して、入所者等の状態又、

は寡族の求め等に応じ随時、本人又はその憲族への脱明を
てターミナルケアが行われていること。行い、

・生活機能を雄持改善するりハピリテーションを行っていること.
・地城に献する活を行っていること。

サーピス(D サーピス(Ⅱ)サービス費(Ⅲ)
(強化型A相当) (強化型B相当) (強化型B相当)
看護6 看護6:1 醤護6:1
介頴4: 介護4:1 介 5:d

791 フ75

898 882

1.127 I d11雫

1.224 1.208

1,312 1.296

(注2) 1型介樋医擦院【ⅡX皿では、 5%

(下線部が併設型小規模介護医療院の特例)

要介

要介

要介

要介

要介

(注1)

従来型

個室

803

91 1

1 144,

1,243

1.332

1型介瑳医療院【ⅡX皿では、 30%

その他

(特別サービス)
※利用者の要件等が満たせない

Ⅱ型介護医療院

・下記のいずれかを満たすこと

①暗喪吸引若しくは経が実施された者の占める割合
が15%以上

②著しい精神症状、周辺症櫨若しくは重体疾患が見
られ専門医療を必要とず冬認知症高齢者(認知症の日常
生活自立度M)の占める割含が20%以上
③著しい精神症状、周辺症状苦しくは重 体疾患又は
日常生活に支を来すような症状・行や志疎通の困
難さが頻繁に見られ専円医擦を必要とする認知症齢者
(認知症の日常生活自立度Ⅳ以上)の占める割合が25%
以上

・ターミナルケアを行う体制があること

多床室
従来型

個室
多床室

サービス(D
(転換老健相当)
6:1

介 4:1

758

852

1.056

1.143

1,221

介護医療院

(1)療養機能強化型A相当

ユニット型

個室

看護61 介護4:1

サーピス(Ⅱ)
(転換老健相当)
6:1

介腫5:1

742

836

1.040.

1,127

1.205

従来型

個室

694単位 803単位 820単位 684単位 791単位 810単位 668単位 775単位 635単位 736単位 770単位要介護1

1型(療養機能強化型相当)

多床室

要介護2 802単位 9竹単位 928単位 790単位的8単位 916単位 774単位 882単位 735単位 838単位 870単位

サービス(Ⅲ)
住云換老健相当)
君 6:
介 6:

(2)療養機能強化型日相当

ユニット型

個室

要介護3 1,035単位1,144単位1,1樹単位1,020単位1,127単位1,146単位1,004単位 1,111単位 954単位 1,055単位1,0的単位

同個室的

多床室

同個室的

多床室

看設61 介護4;1

従来型

個室

要介護4 1.134単位1,243単位1,260単位1,117単位 1.224単位1243単位1,101単位1,208単、 1,046単位1,148単位1,181単位

731

825

029

1 16

194

要介護5 1223単位 1,3詑単位1,349単位 1,205単位 1,312単位 1,331単位 1,189単位1.296単位1,130単位1,231単位 1264単位

14

(3)療養機能強化型
B相当

多床室

ユニット型

個室

護6:ν介護51 合

定
要
件

2
3
4
5
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工



介護医療院 n型(転換老健相当)

(1)転換老健相当

雁6:ν介護41

従来型個室多床室従来型個室多床室従来型個室

要介護1649単位

(2)転換老健相当

護6:ν介護51

要介護2 743単位

要介護3 947単位 1,056単位 931単位 1,040単位 920単位 1,029単位 1,135単位 874単位

758単位

要介護4 1,OM単位 1.143単位 1,018単位 1,127単位 1,007単位 1,116単位 1,227単位 957単位 1,060単位 1,166単位

(3)転換老健相当

看護6:1ノ介護6'1

852単位

633単位

要介護5 1,112単位 1221単位 1.096単位 1,205単位 1,085単位 1,194単位 1,310単位 1,031単位 1,134単位 1,244単位

727単位

742単位

ユニット型

836単位

622単位

多床室

その他

(特別サービス費)
※利用者の要件等が満たせない堪合

ユニット型

個室
同個室的多

床室

716単位

73,単位

825単位

従来型個室多床室

8伯単位

併設型小錫模介鹽医療院(入所定員が19人以下)の主な特例
定纂件赤牢苛分が"例五型介霞医1型介族医療院の算定饗件傭字部分が特制)

下記のい丁れかを幽た写こと气所6選岳うち、重胤畦身忰弐出ぎ奔す弓●及び0仏臼併庄セ怖マる認
イ略桜峻弓1若しく隠鰹督柴景か実吸ざ"乏省の6める割8に,9裏鄭佃住畠齢当劉四1芭であって、暦性唾喝と診"さ"足"、.門ーキンリン
該併設型U 益けるⅡの圃内聞遡体想暗と診断さ北た吾,詫即症のE寓ユι白立唆Ⅲb語1 の占
訂t'15%以上める割白が5〔)%以上、
邑Lい情神畦就、釣辺症伏若しく川地地な0ι'・1宅恐が典ら"寄門区庫'?1,王包栄詩交1μインえ1,jン!1射が饗庫さT'1乏入所者碁のうち.略伽吸敷、
を'寺妥とマる認加庄局酢含卿"1住の巳常生店白立哩゛",'母6める割1吉舟占める割臼が歌;1%キ,以上,

.入口i6等.うろ、鴇の【.、寸,1にモ金合,る古C,占め己割8と、 おける証白に、19き豈並蛍^Ⅱ,9讐当睦
が20"以上した敗とおける1 し足

昌しい梢神畦状、円迫n伏妻しくA望鯵な白仏げ燃又二日常生.占1」王]Ot、10%'.コ・. L1上.
伸を来訂よう畿.伏・行勧や扇ま鳶轟田蜘塞が"訂尭、,'寺門圧力匹師がー゛に究められてぃるE学豹幻1只:二塁ゴさ回麿史見゛みが0い
欄E●妥C芥'る郭庄高齢'認匁吐ず白常1」吋立虐 1C翻断した省で新るこC,
ぬ三割8に、1 ^U おける五^つ'入所巡等只律そ■き雄等の同厚ぎ褐τ、入所'告●ターミづルケアに
の叡で肺しと^が25%じ」上母る計田が作凪ざ1"ているここ'

"ターミナル片アき行3保工"が島でと圧師、香琳雅員. f、琳侃員等が共ミしτ、)、珊●否脚状態又呼尋皿゛3

凱め雪にし、0随時、本人又恨その家恭へ舟脱明ぎ行L,、向窟ぎ舟て
勺ーミ・r」しワ鬼,11▼キ予」コ才1て.'1ること.

,三:巴磯牝E1亜殉己;色コる1.」ハビ'.」う'ーシ司ンぞ崎ーゼい巳.一』
.:1,慣に日麒寸る1舌勧ぎ行っている」と
.ターミナルケ「き行う体制ががるー

美惰L剛臭
^

割鵬邑幸円Π一1 .0、: 1..

.'趣旨

併設型ハ規椣介設医療院は、19床以下の小規模
な介設医療院であるため、大規摂な介護区療院に
比べ、紐時棄勘が大きいことから,補正係數を用い
て要件を緩和している。

少介護医療院の慣棋多
補正係敷1床 19床
の

110
轄歓

補正係敦 小大

9伯単位

590単位

ユニット型

個室

同個室的多

床室

介護医療院の報酬について

680単位

舶4単位

784単位

フ78単位

978単位 1,078単位

873単位

併三型介謹班疫撲
Xれた.のめる今ヂLく1ユが

む15,64人/50床 20"
50床の '貞↓.
介坐島催院 武 15写63人ノ'50床 15,6

己 15●62人/ 0床 20与6
'.キ

小規楓 < 15,61人/10嘩一10舳
U0床1の

介慢墨侵院 キ人ノ'10床冥,0-,'10^価脚
章15,6辱,9"

小嵐換介謹捌療碇の嶋合、入所名1人の入退師の彫響が大きいため.補正が必愛.
介韻皮舞病床でも徒前から向様の捕正を実施.

,ι力、1154.「

一饗件を繍た,

.饗井症虜た,

謁たす^

●婆弁壷糞たさない

ー
ハ
め
罵



【AI09 有床診療所療養病床入院基本*打

有床診療所:医療療養病床基本報酬

入院基本料A

入院基本料B

入院基本料C

入院基本料D

入院基本料E

特別入院基本料

994点

888点

フ79点

614点

530点

459点

生活療養を受ける場合

980点

874点

765点

599点

516点

444点

有床診療所.介護療養病床基本報酬

【療養機能強化型A】

要介護1

要介 2

要介護3

要介護4

要介・ 5

従来型個室

看護6:ν介 6:1

650単位

702単位

乃2単位

802単位

853単位

多床室

759単位

810単位

861単位

911単位

962単位

ユニット型

個室

同個室的多床室

π5単位

詑7単位

釘7単位

927単位

978単位



有床診療所.介護療養病床基本報酬

【療養機能強化型田

要介護1

要介 2

要介護3

要介・ 4

要介護5

看護6:ν介・ 6;1

従来型個室

641単位

691単位

741単位

790単位

840単位

多床室

748単位

7鰐単位

848単位

897単位

948単位

有床診療所.介護療養病

療養機能強化型以外】

ユニット型

個室
同個室的多床室

766単位

816単位

866単位

915単位

965単位

要介護1

看護6:ν介護6:1

要介・ 2

従来型個室

要介護3

要介護4

623単位

672単位

要介 5

多床室

720単位

727単位

基本報酬

768単位

π5単位

817単位

看翻介護3:1

従来型個室

825単位

546単位

872単位

590単位

921単位

多床室

633単位

652単位

678単位

ユニット型

個室

同個室的多床室

748単位

695単位

721単位

739単位

782単位

826単位

797単位

845単位

的3単位

942単位



介護医療院

【介 床でされていた加等の取り扱し、】
介護療養型医療施設で評価されている加算等その他の取扱いについては、引き続き介護医療院においても同様とす
る。なお、必要に応じて加算等の名称を変更する。
荻た、介護療餐病床から転換したことに伴い新たに創設された加算等については以下の通り。

夜勤臓員基準の区分による加算0

若年性認知症患者受入加算0
0 島体拘束廃止未実施減
0 療養環境の基準(廊下)を満たさ
恋い場合の減算
0療養環境の基拳(療養室)を満だ
さない場合の減算
0 外泊時用
試行的退所サーピス0

他科受診時用0
初期加
再入所時栄連携加
退所前訪問指'加算
退所後訪問指'加算
退所時指加
退所時情報捉供加算
退所前連携加算
訪問考護指示加算
栄餐マネジメント加算
低栄りスク改誓加
経口移行加算
経口維持加算

3 CI

介謹医療院

口腔衛生管理体制加算
口腔衛生管理加
療養食加
在宅復帰支援機能加算
急時施設診擦
認知症専門ケア加算
認知症行動・1小理症状緊急対応加算
歪度認知症疾患療養体佑1加
移行定_支援加
排せつ支援力
サービス提供体制強化加算
介護臓員処遇改善加

身体的拘束等の適正化の推進

0 身体的拘東等の適正化を図るため、居住系サービス及び施設系サービスにっいて、身体的拘東等の適正化のための指針
の整備や、身体的拘東等の適正化のための対策を検討する委会の定期的な開催などを務づけるとともに、義務反の施
設の本報酬を減額する。

0特別診療
・感染対策指'管理
・祷対策指管理
・初期入所診療管理
・重度療養管理
・特定施設管理
・重症皮}廃管理指迎
・薬剤管理指
・医学情報提供
・理学療法
・作業療法
・言語聴寛療法
・集団コミユニケーション療法
・摂食機能療法
・短期集中りハビリテーション
・認知症短期集中りハビリテーション
・精神科作業療法
・認知症入所精神療法転換に伴い新たに創設

他の介1 保険施r同に創設
要件等の見直し等(他施設等と同樹

各の施設系サービス、居住系サービス

身体拘束廃止未実施減にっいて、身体的拘束等のさらなる適正化を図る観点から、身体的拘束等の適正化のため
の対策を検討する委員会の開催等を義務づけ、その未実施の場合の・を見直す。

<現行>
身体拘束廃止未実施減 5単位/日減

心

【見直し後の準(追加する基準は下線部)】

身体的拘束等の適正化を図るため、次の各号に掲げる措置を講じなければならない。
1.身体的拘束等を行う場合には、その態様及び時間、その際の入所者の心身の状況並びに緊急やむを得ない理由
を記録すること。
2. ^

ー,

※地域密着型介老人福祉施設、認知症対応型共同生活介、地域密
の委員会については、運営推進会議を活用することができる。

゛

●繁ξサ1,俵圖課"ー"加噺"D

型特定施設入居者生活介における上記

こつい

0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0

赤
緑
紫

こ

こ

ここ



3つの

1 切迫性

利用者本人または他の利用者の生命または身体が危険にさらされる
局い場合
2,.E代萱住

身体拘束以外に代替する介護方法がないこと
3 一時性

身体拘束は一時的なものであること

「緊急やむを得ない場合」に該当する3要件

べて、たことか,

...ー'・・、1
施設全体で十1断することが必要がある。 1
.身体拘束の内客、時間期飼'どを高齢者本人家族に対して十分に説明し、
理解を求める」とか必要てある 1
介護保険サ
る

ヒ提供者、は、身体拘束に関する記録の作成が義務づけられてい

介護医療院 4加算関係陣云換1こ伴い新たに倉信鋤

【介護医療院への早期・円滑な移行】
介護療養型医療施設又は医療療養病床から介護医療院への転換後、転換前後におけるサービスの変更内容を利用
者及ぴその寡族や地域住民等に丁寧に説明する等の取組みにっいて、最初に転換した時期を起算日とレて、1年問
に限の算定可能な加算を創設する。ただし、当該加算にっいては介護医療院の認知度力管まると考えられる平成33
年3月末までの期限を設1づる。、.........___,_____"

^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^

移行定着支援加算 93単位/日(新設)

介三療餐型医療施設、医療療養病床又は介護療養型老人保健施設から転換した介護医療院である場口0
転換を行って介護医療院を開設した等の旨を地域の住民に周知するとともに、当該介護医療院の入所者や0
その家族等への説明に取の組んでいること。
0 入所者及びその家族等と地域住民等との交流が可能となるよう、地域の行事や活動等に極的に関与して

可能性が著しく

:いること。......._.._,__.______________
'^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^

H29 度

療養病床口病棟)

療病床Π病棟)

^^^^^^^^^■^■■^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^.^^^^^^^^^■^^^^■^■

^^^^^^^

介療 病床口病棟)介医療院口療

介療餐病床a病棟)

^^^^^^^

H30年

医療院n 棟)

医療院口療餐棟)

介護医療院行棟)

介医療院n療養側

23

^^^^^^^^

H3,年度

介護医療院Π療養棟)

介医療院Π療掬

棟}

^^^^^^^^^

介医療院口療棟)

介医療院Π療欄

H32 度

介医療院a療養棟)

介護医療院U療棟)

^^ ^^^^^^^^^^

介
介

同
一
病
院

同
一
病
院

介
介



(特定処改善加)の取得興件>く新

・現行の介護職員処遇改善加算(1)から(Ⅲ)までを取得していること
・介・職員処遇改善加算の職場環境等到牛に関し、複数の取組を行ってぃること
介職員処遇改善加算に基づく取組にっいて、ホームページへの掲載等を通じた見える化を行ってし、ること

<サービス種類内の力>

サービス提イ共体制強化加算(も高い区分)、特定事業戸斤加算縦者要件の読区分)、日常生活継続支援加、入居継続支援加算
の取棚犬況を加味レて、加算率を二段階に設定

加算率の設定に当たっては、1段階とした場合の加算率を試算した上で、原則、新加算(Ⅱ)の加算率がそのXO.9となるよう設定.

(ただし、新力(Dと新(Ⅱ)で力の差が大きくな合(15倍を超え合)には、×0.95となるよう設定)

a

処遇改善加算全体のイメージ

1-ーーーー電

【」ユ

加行
の

の処
区遇
分改

【Ⅱ」

ι尋五圏昇豆寛
1 1

1 定 1
1 要 1
1 件'
1^^^^

月額3'7万円相当

【聖量空1

キャリアパス要件

UU

新しい経済政策パツケージに基づく介

0 贈嘉翻易乞纛綴剖進郎加、

月額27万円相当

社保審一介雁蛤付費分科会
算1'B回(H31.ユ.1ヨ)貴料はり

【」」

67.9%

を図りながら、

具体的には、他の介護職員などの処遇改善に二の処遇改善の収入を充てることができるよ'
おける勤続年数10年以上の介穫福祉士について

※現行の処遇改善力と別の加として設定
(現行のの取扱いに変更はない)
※現行の加(Ⅳ、V)にっいては、今後廃止予定

①+②
十

職

12.5%

【皿

月額1.5万円相当

2000億円
(公費100 程座)

要

加算"VI

加(Ⅲ)×09

8.フ%

・10年以上の介護福祉

・加は二段階に設定

国 210円程度
炎改定章換+1.67%

.

を前提に、介サービス事業所に
、、公費1000円程度を投じ、処遇改善を行

国①経験・技能のある介護職において「月額8万円」の改善又は「役職者を除く全産業平
均水準(年収440万円)」を設定・確保

リーダー級の介護職について他産業と遜色ない金水準を実現

※小規'亭業所で開設したばかりである等、設定することが困難な場合は合理的な説明を求める.

回平均の処遇改善瘻が、
,①経験・技能のある介護職は、②その他の介護職員の2倍以上とすること
'③その他の職種(役職者を剛全産業平均水皐(年収440万円)以上の者は対象外)は、⑦その他の
介護職員の2分の1を上回らないこと

※σN=、勤続10年以上の介護福祉士を基本とし、介護福祉土の資格を有することを嬰件としっっ、
動模10年の考え方は、享業所の叡で設定
※Φ、②、●内での一人ひとりの処遇改は、柔軟に設定可能
※平均賃金額にっいて、●力で)と比べて低い場合は、柔軟な取扱いが可能

全て選択可能

①or②

A%

Or

如算 tv、

加(皿)×08

職員の更なる処遇改善鵜忠怨鏘讐併、,紅

08%

B%

いずれも
満たさない

08%

...

0%

〔*和犯"「

25

橿
他の介

26

腿

●
■
●
●
●
●
■
■
●
●
●
■
■

.
■
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●
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十11③+②++Φ
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介護療養病床等から介護医療院等への転換1こおける主な支援策について

療萎室の床面積

廊下幅(中廊下)

機能訓練室の面稜
(小規模施設の特例)

介護療養病床等(介護療養型老人保健施設を含む)から転換した介護医療院にっいては、
大規樓改修までの問、床面を内法6.4rrl/人以上で可とする。
(パーティションや家具等のに要する面を含む。)

※介護張療院の床面は、 8rrl/人以上

介護療萎病床等(介護療養型老人保健施設を含む。)から転換した介医療院にっいては、
大規模改修までの間、廊下幅(中廊下)を、12 (1.6) m以上で可とする。(壁から壁までの長さ)
※介護医療院の廊下幅(中廊下)は、18 (27) m以上

医療機関併設型小規模介医療院(定員19名以下)にっいては、機能訓練室の床面積は適当な広さ
※標準的な介護医療院の場合、 40rr1以上

医療機関併設の介護医療院にっいては、併設医療機関との設備共有を認める。

※病室と療養室にっいては共有不可。診察室、処、エツケス線装にっいては共有可。
診察室にっいては、新築の場合は原則不可。ただし個別認められる場合もある。

介療養病床等(介護療萎型老人保健施設を含む。)から転換した介護医療院にっいては、大規模改修
するまでの問、療委室が2階及び地階の場合(=療養室が3階以上の階に設けられていない場合)は、
医療機関の基準と同様、準耐火建築物のままで転換可能とする。
※介護医療院は療萎室が2階以上の階に設けられている場合、耐火建築物であることが必要
(準耐火建築物が認められるのは、療萎室が地階の場合のみ)

大規模改修介護療萎病床等(介護療養型老人保健施設を含む。)から転換した介護医療院にっいては、
するまでの問、屋内の直通階段を2以上で転換可能とする。(エレペーターの増設は不要0)
※介護医療院は、屋内の直通階段・エレベーターが、それぞれ1以上必要。

介、療養型老人保健施設から転換した介護医療院は、近隣の医療機関との連によりサービスに支障が
ない場合にエックス線装・臨床検査施設を、近隣の薬局との連携によりサービスに支樟がない場合に調
剤所在かないことができる。

※介讃医療院は、エックス線装、調剤所、臨床検査施設が必要.ただし、臨床検査施設は委託に
よって行う場合は設不要。

医療機関との併設

耐火構造

直通階段・エレベーター
基準

介療養型老人保健施設
から転換する場合の特例

介護療養病床等から介護医療院等への転換における主な支援策について

有料老人ホーム等

介護老人保健施設

医療法人が運営する介護施設の対象を拡充
※医療法人の附帯業務に、有料老人ホーム、ケアハウス、サービス付き高齢者向け住宅の設を追加

介老人保健施設の開設者の拡充
※平成36年3月31日までに転換を行う病院又は診療所の開設者は、介護老人保健施設を開設できる

1型(療養機能強化型相当)とⅡ型(介療養型老健相当)の2つの類型を設定
(医療二ーズに係る要件を設定するとともに、医師・護師の配に応じた評価を設定)

介医療院の1型とⅡ型のサーピスにっいては療萎棟単位で提供する二ととし、規模が小さい場合
にっいては、療萎室単位で提供可能としてぃる。(1施設で1型とⅡ型の両方を有することが可能。)

介療養病床等(介護療養型老人保健施設を含む。)から介護医療院への転換後、サービスの変更内容を利用
者及ぴその家族等に丁寧に説明する取組み等を、1年間に限り定可能な加して評価。
※当該加算にっいては介医療院の認知度が高まると考えられる平成33年3月末までの期限を設ける。

重度の認知症疾患への対応として、入所者の全てが課知症である老人性認知症疾患療養病棟で評価されてい
るような、精神保健檎祉士や護職員の手厚い配や精神科病院との連携等を加算として評価。

病院又は診療所から介護医療院に転換した場合、転換前の名称を用いること力伺能。

一定の要件(Ⅱ型療養床のみを有する場合、医療機関併設で医師が速やかに対応可能な場合など)を
満たす場合、宿直をかないことができる。
※医療機関の宿直医が、隣接する施設の入所者が急変した場合等の対応を可能としている。

医療機関併設型小規槙介護医療院(定員19名以下)にっいては、有床診療所からの転換を想定し、
員配や夜勤職員の基準の特例を設定。

士を燈かない※併設型小規槙介護医療院は、医師・理学療法士又は作業療法士若しくは言語聴
ことができることに加え、介'支援専門員は適当数で良いこととする等

設主体の拡充
※サテライト型小規槙介老人保健施設の本体施設として、医療機関の他に介医療院を追加

介護医療院

サテライ隍施設の多様化



介護療蓑病床等から介護医療院等への転換における主な支援策につぃて

助成金の交付

介護療萎型医療施設を介護医療院等に転換した場合の費用を助成。(地壊医療介護総合確保基金)
※介護療養型老人保健施設から介護医療院に転換した場合も対象とする

福祉医療機構(WAM)
の療養病床転換支援策

医療療養病床を介医療院等に転換した場合の用を助成

介護療養病床等を介医療院等に転換した場合の費用を助成。(地域医療介'総合確保基金)
※介護療養型老人保健施設から介医療院に転換した場合も対象とする。

他の介護保険施設と同槻、以下の施設を新設した場合の費用を助成。
小規模な(定員29名以下)の介護医療院(地城医療介護総合確保基金)
,通常規摸(定員30名以上)の介護医療院(総務、の知財措)

療養病床転換に係る施設整備の貸付条件の優遇

機付金の'期間の延長

※現に有する借入金の'期間を延長

療萎病床転換支援金制度の創設

※民問金融機関からの過去務の還負担軽滅や退融金等に必要な運転金の融責

介療萎型医療施設・医療療養病床からの転換にっいては、年度ごとのサーピスは見込むが、
『必要入所(利用)定員総數』は設定しないものとする介護保険事業(支援)計画

介護医療院開設移行等支援事業

【ユニットケアの取り扱い】

他の介護保険施設でユニツト型を設定していることから、介護医療院でもユニット型を設定することとする。
巻お、ユニツト型準個室について、実態を踏まえ、その名称を「ユニット型個室的多床室」に変更する。

【重度の認知症疾患への対応(老人性認知症疾患療養病棟)】

重度の認知症疾患への対応については、入所者の全てが認知症である老人性認知症疾患療養病棟で評価されてし
るような、精神保健福祉士や看護臓員の手厚い配置に加え、精神科病院との連携等を加算として評価する。

【介護療養型老人保健施設の取扱い】

介護療養型老人保健施設についても、上記と同様の転換支援策を用意するとともに、転換前の介護療養型医療施
設又は医療療養病床では有していたが転換の際に一部撤去している可能性がある設備等にっいては、サービスに支
障の無い範囲で配を行うこととする。

【居宅サービス等の取り扱い】

介護療餐型医療施設が提供可能であった短期入所療養介護、通所りハビリテーション及ぴ訪問りハビリテ
ンについては、介護医療院においても提供することを可能とする。

療養病床等から医療機関併設型の特定施設へ転換する場合の特例】
介護療養型医療施設又は医療療養病床から、「特定施設入居者生活介護.地域密着型特定施設入居者生活介護
(有料老人ホーム等)と医療機関の併設型」に転換する場合について、以下の特例を設ける。【省令改正】

アサービスが適切に提供されると認められる場合に、生活相談員、機能訓練指員、計画作成担当者の兼任
を認める。

イサービスに支障がない場合に限り、浴室、便所、食堂、機能訓練室の兼用を認める。

(病床転換助成業)

介護療萎型医療施設の経営者等を対象として、転換を支援するための研修を実施。
当該研修内容を充実する観点から、介護療饗型医療施設からの移行状況の把握や、
介護医療院の好亭例の紹介などを実施する。同事業にてコールセンターを

介護医療院 5その他

0



介護医療院 5その他

【介護保険事業(支欄計画での取り扱い】
第7期介護保険事業(支援)計画における療養病床、介護医療院等の取扱いに関する基本的考え方にっいて、
以下のとおり、都道府県宛に事務連絡を発出済み。

第7期介護保険事業(支援)

0 第7期計画において必要入所(利用)定員総数を定めるに当だっては、
t 心'」三曽

、ー

。同様に、介護老人保健施設(平成18年7月1日から
平成30年3月31日薮でに医療療養病床又は指定介護療養型医療施設から転換して許可を受けたものに眼
る。)が介護医療院に転換する場合における必要入所定員総数の増加分を含まない。

0 上記の取扱を踏ぎえ、介護保険法第94条第5項等に基づく介護保険施設等の許可等の拒否(いわゆる蹄怠
規制」)は基本的に生じないと考えられる。

0 介護医療院の新設(一般病床からの移行等を含む。)にっいては、総規制の対隷となるため、まずは医
療療養病床及び介護療養型医療施設からの転換による対応を先した上で、地域の高齢者の二ーズや事業者
の参入意向等を把握して必要入所定員総数を設定。

0 介護サーピスごとのの見込みについては転換分を含めて推計。
医療療養病床及び介護療養型医療施設の転換見込みにっいては、各都道府県において転換意向調査を実施す
るとともに、都道府県・市卸村の協議の場において議論。

計画における療養病床、介護医療院等の取扱いに関する基本的考え方
(平成29年8月10日厚生労働省介護保険計画課事務連絡)

^^^^^^^^^^

、、 する

【診療報酬での取り扱い〕
診療報

介護療養型医療施訟(護癒養特云を曾ま・た、以下のよ一大E釦応を行3 こ'

介護医療院は医療提供が内包されている施設であるため、その内容に応じて給付調整を行う。
具体的には、診療内容にっいては介護療養型医療施設、体制の基準にっいては介護老人保健施

2.フ)
から引用

^ 士土一

升

介護医療院診療報酬ての取り扱い

言

^

九1こ

2.
に「、室

0、

3.介護医療院は住まいの機能を有するとの考え方から、入院料において、在宅からの受入れにX
する評価について、介護医療院を「自宅」と同様の取扱いとする。

i、"'

'"「

4.介護医療院は、医療を提供する機能を有することから、に

中医協総一 1 (30.
「個別改定項目について」

冒。 と百に扱う。
r^

て、

[対応する報酬]診療情報提供料(D 、退院時共同指導加算(訪問看護管理療養費)
織合5.病院の機能分化の観点から、介護医療院等の介護保険施設を有する医療機関にっいては、

^^

L- において、介護医療院は住まいの機能を有するとの考え方か

j、.
石 の取扱いとする。
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1,

1 葆'艇医d'.一関力;毛の病床の一部を当蝕保陰医療7.凾;こる1裂子る介棲篭療院等に転換した場合で'つても、弄煩廩 1
1険法上、介腫医療院における夜動J数は2名を下回る二とのないよう求めている、 1
」そのため、従来の・釈では、実態(全体の規等)1こ変更がないにも関わらず、従前よりも夜動"員数を多く配置する1
1必要が生じる場含がある。 1
^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^

0具休例」療養病棟60床を有する保険医療機関のうち、30床を介護医療院に転換する場合

J

保険医療機関と併設する介護医療院における
夜勤職員の員数の算定について

巷"

医療保険で給付

0 従来の解釈による夜勤職員の員数の取扱い

【転換前1保険医療機関2名→住三換後】保険医療機関2名十介護医療院2名=4名

0 平成30年9月28日付け事務連絡の夜勤職員の員数の取扱い

住云換前】保険医療機関2名→踵三換後】保険医療機閏と介護医療院全休で2名いれぱ良い。
転換後の保険医療機関と介医療院が全体で一体性を確保できていると認められ、 を満たす場合は、両
施設全体で従前の保険医療機関で配遣が求められていた夜勤職貞数以上(当該事例の場合は2名以上)が確保でき
ていれば、転換後の介護医療院における夜勤,員數は必要数が確保されているものとする。
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呆険医療機関と併設する介護医療院における
夜勤職員の員数の算定について

0 取扱いについて

.適切な医療と介護を提供する観点から、それぞれの施設が全体で一体性を確保していると認められる
場合であって、次のすぺての要件を満たす場合には、転換後の介設医療院における夜勤職員は必要
数が確保されているものとして取り扱うこととする。

勺転換前の保険医療機関の療萎病棟において、「医療保険と介護保険の給付調慈に関する留意事項
及び医療保険と介護保険の相互こ関連する事項等にっいて」の第2の2に定める夜間勤務の体制を採
用していること。

②転換前に療養病棟を2病棟以下しか持たない保険医療機関である二と。
③転換後の介證医療院の入所定員は転換病床数以下である二と。
④転換後の当該療病棟に介護保険適用の療養病床を有していない場合。
⑤転換後の保険医療機関の病床数及び介證医療院の入所定員の合計が転換前の保険医療機関の病
床数以下であること

⑥転換後の保険医療機関における夜勤職員の員数と転換後の介護医療院における夜勤職員の員数
の合計が、転換前の保険医療機関における夜勤職員の員数以上である二と。

⑦転換後の当該病棟の医療保険適用の療養病床の夜勤職員との連が確保されており、介護医療院
の入所者に対するサービスの提供に支障がないこと

0 留意点

上記の取扱いは、転換後の介護医療院において夜勤職員の人員數が低数である2名を下回らな
いよう求められる場合に生じる支障例に対処するために整理しているものである二とに留意されたい

H30介護報酬改定

併設型小規模介護医療院(医療機関併設型介護医療院のうち、入所定員が十九人
のものをいう。以下この項及び第五条第二項において同じ。)の医師、薬剤師、

介護職員、理学療法士、作業療法士若しくは言語聴覚士又は介護支援専門員の員
数の基準は、次のとおりとする。

.士しくほ言振士士・ 1 又は理

併設される医療機関が病院の場合にあっては当該病院の医師、薬剤師又は理学療
法士、作業療法士若しくほ言語聴覚士により、併設される医療機関が診療所の場合
にあっては当該診療所の医師により当該併設型小規模介護医療院の入所者の処遇
が適切に行われると認められるときは、置かないことができる」と。

介護職員^

常勤換算方法で、当該併設型小規模介護医療院の入所者の数を六で除した数以上

36

並に'、号に

当該併設型小規模介護医療院の実情に応じた適当数

17 介護給付費分科会'料よりH30 1

.
一
一
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参考

病塞・
宿泊塞

掘能加練
塞

験話室

食堂

有床診療所
(ーヨ賄床)

6.31"床
4.3m 床

有床診所等の施設基準の比較

浴室

以上
以上

他設

住人部膚)
住人以上)

廊下

診擦報酬・
介匪佃酬

消火用の肌械又は器尖

片僻"'塞 1.2m以上
両儒,乱室 1.6m以上

(定員9人以下の診療所は適用外)

有床診療所
(療養病床)

注:短朋入所療菩介膳を行うことのできる施設は「介世老人保儷起釘「按五病床を有サる前魂著しく抱診療所「療所」であり、必讐な人員,設
偏等は、脈則としてモれモれの施設として渦たすぺさ基皐による.なお、診狽所(療蓑病床を有亨るものを除く.)こおいては、以下の要件を渦た
▼こと.

0床欧賣1静」月者1人につき6.41"とすること 0食倣及び浴軍を詞すること 0機傷訓楓を行?ための場所を打すること
なお、診療所燭期入所療菱介纏劇は596単位~1,012Ⅲ位住日につき)
厩設とは.平威13年3月1日時点で妥に11"設の許句を受けている場合のことをいう。、1

判用者の処遇上必要と認めろれる場合は、 2人とすることができる.2

4床以下.
<^),:

(解釈通知)
入浴に全面的な介
を必要とするもの
に必要な特別浴室
については、その出

入り1こ合当たってス

トレッチャー等の移
動に支障を生じない
よう構造設備上配
すること。

6.4M/床以上
6.onν床以上

511点~861点

+分な広さ

身はの不目田な者がス浴するのに適したもの

散語を業しめる広さ

出典:中医協総会資半斗(平29.11.16)

入所定田1人あたolmユ以上

片魯肌寸寵 1.8m以上
両皐偏至 2,7m以上
(^)"1

片a始杢 1.之m以上
両餌据室 1,6m以上

530点~994点【生活瞭妥を受1丁る場合=
516点~9B0点)

清火用の恨械又は器k

t凹1名"ユ,庄面瑪フ.43m以上
剰院又=擁所の場合は6.4「"以上【定1晶1

人の坦含に限る)

小規模多機能型居宅介證

般病床

磯能を十分二発押しうる適当な広さ
崇崩聞と圖一の杢内でもよい.

(奥体釣な規杢なし)

居闇、台所、消火設偏その他の非常災衝に際
して必聾な設侃その他必饗な設偏及び偏晶

医療療病床(病

医療法施行規則第
1条第4号
※注:医療・介護療
病床の区別なく
定。
浴(療養床を
る病院に限る。)
身体の不自由な者
が入浴するのに適
したものでなけれぱ
ならない二と

浴室に関する基準

医療療養病床(有
床診療所)

医療法施行規則第
1条の4
※注:医療・介療
病床の区別なく
定。

女世小規撰多櫨能則怠宅介誰凹
(月却) 12'341~31'141Ⅱ1位

介療養病床(共
通)

、県力例を浴室は、の不
定めるに当たって参自由な者が入浴す
酌すべきものにつのに適したもので
いては、第21条第2 なけれぱならない。
から箆▲号までの
見定を準用する。

営基準第4条第2
7号

【第21条第4号】
浴室(療養病床を有
る病院に限る。)
身体の不自由な者
が入浴するのに適
したものでなけれぱ
よらないこと。

介医療院(共通)

営基準第5条第2
第7号

介老人保健施設
(共通)

浴イ体の不
自由な者が入浴す
のに適したものと
る二と。ロー般
浴槽のほか、入浴
に介助を必要とす
の入浴に適した
別浴槽を設ける
こと

営基準第3条第2
項第5号

浴イ の不

自由な者が入浴す
のに適したものと
すること。ロー般
浴槽のほか、入浴
に介助を必要とする
の入浴に適した

特別浴槽を設ける
こと。

(解釈通知)
所者の入浴に際
し、支を生じない
よう配すること。
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設
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偏



介護^

介護医療院は、平成30年4月から創設された長期的な医療と介護の二ーズを
併せ持っ要介護者を対象とし、珀常的な医学管理」や「看取りやターミナルケ
ア」等の医療機能と「生活施設」としての機能とを兼ね備えた介保険施設で
す。

介護医療院のロゴマーク

介:医療院のロゴマーク

より多くの方に畍護医療院」という新施設を
認知・理解してもらえるよう、統一的なPRツー
ルとしてロゴマークを設定し、介護医療院に関す
るボスター等でご活用いただくことを想定して、
このたぴロゴマークを選定いたしました。

2018/4/1施行

2018/6施行

2018/7施行

2018/9施行

2018/10施行

2019/4施行

や

厚生労働省老健局老人保健課作成資料(平成30.8.1公表)

条例施行状況

介護医療院

109自治体記載のある自治体以外

3自治体明石市、北九州市、姫路市

2自治体

1自治体

3自治体

千葉県、船橋市

3自治休

前橋市

いわき市、横須賀市、尼崎市

川口市、京都府、広島市

厚生労働省老健局老人保健課作成資料(平成30.8.1公表)

(全121自治体)

.

.



介護医療院の必要入所定員総数※

※医療療養病床、指定介護療養型医療施設及び介護老人保健施設(平
成18年7月1日から平成30年3月31日までに医療療養病床又は指定介
護療養型医療施設から転換して許可を受けたもの)以外の病床等から転
換する場合及び新設する場合に、介護保険法第107条第5項に基づく許
可の拒否(いわゆる「総量規制」)の対象となる必要入所定員総数。

■;

床~100床

.Ξ"記載のある自治体以外

10自治体

,■ r 1自治体

北海道、青森県、宮城県、千葉県、長野市
兵庫県、鳥取県、島根県、高松市、那覇市

広島県

1型介護医療院の施設数

"型介護医療院の施設数

1型及び11型混合の施設数

介誠僅魚院の合計診設故

"換元の施設数(複数施設が統合し転換する場合があり、
記施設數とは必ずしも合計数が一致Lません)

護病床(病院)

介護療養病床(診療所)

人性認知症疾患、療養病棟(精神病床)

介護療養型老人保健施設

療療養病床(平成30年度改定後の診療報酬の
養病棟入院料1又は2を定している病床)

療療養病床(平成30年度改定後の診療報酬の
過措置が適応されている病床)

療療養病床診療所

艇療養型医療施設・医療療養病床以外の病床

の他のべッド

設

介護医療院の施設数

厚生労働省老健局老人保健課作成資料(平成30.8,1公表)

平成30年

4/30時点

(全121自治体)

平成30年

6/30時点

平成30年

9/30時点

13

平成30年

12/31時点

21

平成31年

3/31時点

91

42厚生労働省老健局老人保健課作成資料(平成31.4.26公表)
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厚生労働省老健局老人保健課作成資料(平成31.4.26公表)

用

44

"
ー



2 54

''

41

1 38

10 02

厚生労働省老健局老人保健課作成資料(平成31.426公表) 45



介護医療院の開設状況

0平成31年3月末日時点での介護医療院開設数は、150施設・10,028療養床であっナニ0
転換元の病床割合療養床数の推移施設数の推移
(平成31年3月末日時点)

21

^

00合0

け子金β
゛゛゛'.゛

63

61

113

・之

0.0%
150

2 回
3

1型"型混合の施設
ロ"型のみの施設
01型のみの施設

1,400

鬪

合合00

4?、゛"●゛"
゛゛゛,'込

4,583

..05

10,02

H313月末日時点での都道府県別の施設数
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「介護医療院開設移行等援事業」

0『介護医療院開設に向けたハンドブック』
h杜PS://WWW.mizuho・ir.CO.jp/topics/2018/kaigoiryouin・h30・gl.html

平成30年度厚生労働省委託

0「介護医療院開設移行等支援事業」
お問い合わせ窓口の設置

(みずほ情報総研受託)

名称

設置期問

電話

ファックス

E・mail

受付内容

介護医療院開設移行等支援のための問い合わせ窓口(事務局)

2018年4月16日月曜日~2019年3月29日金曜日

0120・721・725(平日10時00分~17時00分、年末年始を除く)

仭20-721-726 (24時問受付)

kaiBojryouin@mizuho・化CO.jP ※@を半角に変えて送付してください。

介護医療院の人員、施設、設備等の基準に対する疑、報酬等

(みずほ情報総研受託)

コールセンターの運用状況(2018年12月末時点)

1.運用実績

・2018年4月16日よりコールセンターの運用開始

・12月末までに計1,816件のお問い合わせを受け付

けている。

・11月以降は問合せが落ち着いてきた傾向にある。

「介護医療院開設移行等支援事業」

介聾医麺屍
刷殿に向けた
ハンドプツク

平成30年度厚生労働省委託

●,作■●唾■亜"■牡



社保審一介護給付費分科会

資1-5第170回(H31.4.10)

(5)介護医療院におけるサービ提供実態等
に関する調査研究事業
(結果概要)(案)

介護給付費分科会一介護報酬改定検証・研究委
料1-5改第17回(H31.3.14)

会



(5)介医療院におけるサービス提供実態等に関する調査研究事業

1.調査の目的

0平成30年度介護報酬改定の審議報告における今後の課題において、新たに」設された介護医療院にっいては、
サービス提供の実態や介護療養型医療施設、医療療病床からの転換状況を把握した上で、円滑な転換の促進と
介護保険財政に与える影の両面から、どのような対応を図ることが適当なのかを検討するべきとされており、検討
のための基礎資料を作成することを目的とし、調査検証を行った。

2.調査方法

0介医療院、介護療養型医療施設、医療療病床、介・療型老人保健施設を対魚とする施設調査(施設票、
主に施設管理者等が回答)と、当該施設に在院又は在所している患者・利用者に対する個票調査(患者・利用者票、
主に担当看護職員等が回答)を平成30年11月に郵送配布・郵送回収にて実施した。'
0調査対象施設は厚生労働省より提供を受けた9月末時点の全国の事業所・施設名をもとに抽出しナこ。

施設の回収状況(平成31年1月31日時点)

羽査対象

介護医療院(悉皆)

病院・診療所(共通票)(被災地を徐き悉皆)

介護療養型医療施設(被災地を除き悉皆)

医療療養病床(被災地を除き悉皆)

介纏療養型老人保健施設(被災地を除き悉皆)

患者・利用者果の回収状況(平成31年1月31日時点)

調青対象

介護医療院(患、者のV2無作為抽出)

介護療養型医療施設(患者のV30無作為抽出)

医療療養病床(患者のν30無作糊抽出)

介護療養型老人保健施設(利用者のV5無作為抽

(5)介護医療院におけるサービス提供実態等に関する調査研究業

母集団

3.調査結果概要

1対数施設の基本情報

0介・医療院、病院、診療所、介護療養型老人保健施設における開設主体では、医療法人の構成比がも高
いずれの施設も医療法人が76.フ%~925%を占めた。特に、介医療院は、最も高い92.5%の構成比を占めた。
0各施殷類型の平均病床数・定員数では、介護医療院が7フ.4床とも多かった。

63

4.065

1.051

3,幻8

176

発小数

聞

3,412

898

3.197

137

病床数又は定員数
(当該梼霞票より算定)

2,841

16.357

54,445

2.374

回収数

卯

1045

37フ

961

北

図寂1 介護医探院
図表2 介護医探院

回収率

船.5%

30.6%

42.0%

30.1%

34,3%

問1一幻、病院・診探所共通票問1、介護疫養型老人保健施設粟問1-1)をもとにした施設類型別のケロス集計
問1-3)、介腰療養型医療施設問21)、医療疫養病床間2-0、介護療養型老人保健篦設票間1-2)をもとにした飾設類型別のウロス集計

有効回収数
{利用者票1

有効回収率

63.5%

30.0%

41.8%

30.1%

34.3%

介護医療院1回答敵.401

図表1 開設主体(平成30年明30口時劇
0% 10% 20% 30% 40% 50% 60%

病眺{回答数'8071

1.230

596

1,669

315

診侃所1回答数'2191

介誤探要型
老人保僅施設{回答数'0励

有効抽出率
議括弧内は想定抽山率

43.2%{50.0%}

3.6%( 3.3%)

3.1%( 3,3%)

13.2%{20.0%}

田医痕法人

田国ι☆立

田その他

92.^

*回答数は施設数

79.7怖

R讐';ミ;'

70% 80% 9mι 100%,0

0^ 0.^ 帥

■7.^

口仕回・尉団法人i、医儘法ハ凱外)
■梱<

卓無回言

0.5% 3.才舛'0
、、 1',帷、1

1 、、
2ユ弊:ユユ%プ0^
灣'、"・'
'5弊

図表2 平均病床数・定員数(早成30年9月M日時点)
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2-2利用者の状態像:障害高齢者及び認知症高齢者の日常生活自立度
0各施設類型における障害高齢者の日常生活自立度(たきり度)のうち、ランクC2の患者数構成比が最も高かっ
たのは、介護療、型医療施設の565%であった。次いで、療.病棟入院料1・2(再掲功t54.6%、介'医療院が
48.1%であった。

0各施設類型における認知症高齢者の日常生活自立度ランクⅢb、Ⅳ、Mをあわせた患者数構成比は、介 医療
院が66.9%で最も高く、次いで、介護療養型医療施設が64.3%、介・、療',型老人保健施設が59,0%であった0

佃表5.6:介腫医療院累闘15、介腫療医探施設票問5、医慶疫養病床系問5、介頑療養型老人保健施設桑間5をもとにした施設類型別のクロス集計

才明未実施

介虚■塾型宅A母盤施設

口要介世5 口要介嫉4 口要

門

介誤金讐型医産庫設ι回筈敦'1"20

医侵撞要病床{基ネ料1・2、軽過捕匿
特定入眺善*料.診壷所の音計1
{罰筈赴.34御】

価盛療霊病床のうち僚畳病採A眺基本料
擦饗禽禅入読料1・ユ【再掲)
(佃筈敵.ヨ別',)

医蛾療美捌俸のうち僚養病捜入眺
基本料軽遇褐置(首掲H回菩数'ユ即田

医侵長美病床のうち有床紗廉所量蔓病床
入眺基本料(判掲H圃吾教.5叫)

介護燦養型孝人保撒飽殴
(団吾敷.21")



口答数1

き轉き漣き襲、Mきき薫、 、、＼
ー^

職襲熱、父^'遮§ミ薫、＼

詩誤熱、ゞ将蹴き§、凡熊熱熱N＼

鍵^弌選、ゞ、
●■匿●南酵叩,亀■些幽急1醜

誤、、'達穐^＼渓襲、、

.如軸巨0閤轟曹:帯三閉臥就"=冨$武§、、 ゞミ熱、

摂逮訣、ゞ、父ミ然熱、又、、

5介護医療院の開設を決めた理由、介医療院開設にあたっての取組状況
0介.医療院の開設を決めた理由のうち・・も大きかった施設割合は「自院(施設)には介医療院にふさわしい利
用者が多いと考えられた」の75.0%であった。次いで「病院からの退院先となる場合には自宅等として取り扱われる
ことに魅力を感じた」が625%であっナニ。

0介・.医療院開設に当たって87.5%の利用者は移行前施設から転院せず移行していた。
0介.医療院開設に向けた準備としては「家具・バーティション等を購入」した施設は印.0%であっナこ。
0介護医療院開設に当たって活用した経過措'三のうち、「経過措'二は該当しない」を除くとアも多かったのは「療養
室の床面・の経過措置」の25.0%であった。
図表13:介棲医療院票間4 図表14:介護医療院'問10 図表15:介護医療院'問54)園表16:介設医療院票問5.5)

重
r

＼



(5)介護医療院におけるサービス提供実態等に関する調査研究事業

6介護医療院の生活施設としての取り組み状況
0介護医療院の生活施設としての環境整備として、プライベートスペース確保の取り組みの施設数割園では「利用
者の状態や希望にあわせてべッドの高さを調整している」が85.0%と最も大きく、次いで「利用者のプライベートス
ヘースに入る際には、声かけを行うようにしている」の7フ.5%であった。
0共有スペースの状況の施設数割合では、「飾り付けを工夫するなどして入居者が日中に滞在しやすいような、明
るい雰囲気の快適な空問にしている」が82.5%と最も大きく、次いで「共有スペースのすぐ近くに共用のトイレがあ
る」と「食事スペースや共有スペースに座った状態で十分な採光が得られる」がそれぞれ72,5%であった0

図表17:介護医療院票問9・1)
図表18;介護医疫院問9・2)

図表17 介護医療院の生活施設としての環境を整える
取組.工夫等(プライベートスペースの確保X複数回答)

85.0%

35.0%

フフ.5%

てな 1

るのス

判

37.5%

*回答數は施設数

(5)介医療院におけるサービス提供実態等に関する調査研究事業

8療養境滅算の状況
0各施設類型のうち、療養境減(1)(廊下幅1.8m未満または中廊下幅27m未満)、療環境減(1D (利
用者一人当たり床面 8.on1未満)いずれかまたは両方の対叡となる施設数構成比は、有床診療所療養病床入院
基本料(再掲)が92.0怖と他の類型と比較して最も高かった。次いで介療養型医療施設が823%であっナニ0

ハ:UE嘩1;完1向吾立1'60}

図表18 介護医療院の生活施設としての境を整える
取組.工夫等(共有スペースの状況X 数回答)
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図表21:介孃医療_)、医療痕養病床問2-3)、介護疫妻型老人保健施設問32)をもとにした飾設類型別クロス集計
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痩養環境滅算 D力つ n 対魚

2.5%

図表21 療環境滅算の対象となる施設の状況

*回答数は施設数

※施設から回答いただいた延べ床而積を尋ねた設問及び廊下幅を尋ねた設間から
探養環境減算に駿当する卓件をもとに計した.
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(5)介護医療院におけるサービス提供実態等に関する調査研究事業

9-32023年度末までの介護医療院への移行予定医療療病床②

0医療療養病床のうち、療養病棟入院基本料経過措(再掲)において2019年度末までに介医療院へ移行を
予定している病床は、1型介護医療院・11型介護医療院を合計すると4.9%の病床数構成比であった。2023年度
末時点では11.5%であった。

0医療療病床のうち、有床診療所療床入院基本料(再掲)において2019年度末までに介医療院へ移行
を予定している病床は 1型介護医療院・11型介護医療院を合計すると1.フ%の病床数構成比であった。20お年度
末時点では2.フ%であうナニ。

図表26、27:医療療病床問11をもとにした類型別集計

図表26 医療療病床療病棟入院料経過措赴(再掲)の移行予定
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(5)介護医療院におけるサービス提供実態等に関する調査研究事業

10-12023年度末までの介医療院への移行予定:20お年度末まで移行予定がない施設の検討状況
020お年度末の予定病床数が2018年9月30日時点の病床から変更がない施設のうち療病棟入院料1・2(再掲)、
療養病棟入院基本料経過措(再掲)、有床診療所療養病床入院基本料(再掲)では「現在の施設類型を継続す
ることが自院・自施設の経営にも適している。」と回答した施設が7フ.フ%、52.8%、60.5%、とそれぞれの類型で最
も大きい施設数割合であっナニ。一方で、介 型医療施設では「2021年度介:報酬改定の結果を見て判断する
つもりである」と回答した割合が403%とも大きかった。
02023年度末の予定病床数が2018年9月30日時点の病床から変更がない施設のうち介護療養型老人保健施設で
は「現在の施設類型を継続することが自院・自施設の経営に最も適している」と回答した割合が63.6%と最も大き
かった。
図表28:介護療型医療施設問12、医療療養病床票問能、をもとにした顛型別計
図表29:介襲療型老人保健施設票問15をもとにした類型別計

図表28 20お球度末で2018年9月30日時点の病床から変更がない施設につぃて
現在の施設から移行しない理由(複数回答)
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5)介医療院におけるサービス提供実態等に関する調査研究事業

10-2 2023年度末までの介・医療院への移行予定ユ0お年度末までの移行予定が未定の施設の検討状況
020お年度末の予定病床数で未定と回答した施設の検討状況のうち、介護療型医療施設、療養病棟入院料1'2
(再掲)、療病棟入院基本料経過措置(再掲)、有床診療所療養病床入院基本料(再掲)では「移行に関して院内
で検討しているが移行先も移行時期も未定である」と回答した施設数割合がそれぞれ52.8%、42.4%、48.0%、
36.2%と最も大きかった。一方で、介療養型老人保健施設は、「何らかの移行を行うことは検討しているが、移行
時期が未定である」と「移行に関して院内で検討Lておらずまったくの未定である」と回答した割合がそれぞれ44.4%
とも大きかつた。

図表30:介護療型医療施設問13、医擦療養病床票問13、介護療萎型老人保健施設問16をもとにした類型別

図表30 2023年度末の予定病床数で「未定」の回答がある施設にっいて、
現在の検討状況(複数回答)
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(5)介医療院におけるサービス提供実態等に関する調査研究事業

Ⅱ一1介護医療院開設にあたって課題と考えること1
0介護医療院に移行すると仮定した場合、課題と考える項目として、いずれの施設類型においても「施設経営の見
通しが立たない(経営状況が悪化する恐れがある)」が34.3%~50.フ%と最も大きい施設数割合であった0介護療
養型老人保健施設は、「移行した場合、十分な数の看護職員を雇用することができない」も37,0%で同数であった0

図曇31:介護探医療施設票問M、医療療養病床票問14、介護探養型老人保健施設票間17をもとにした施設類型別ケロス集計

図表31 介護医療院に移行すると仮定Lた合、課題と考える項目(数回答)
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介護医療院の課題と展望

◆理念と役割の共有と実践

◆施設基準(間仕切り等)

◆許認可状況

◆医療療養病床からの移行

◆一般病床・精神病床・介護老人保健施設からの移行

◆現場職員向けの研修会の開催

介護医療院に関するスケジユールのイメ ^

●介護医療院の創設に向けて、設根拠などにつき、法整備を行った。

●平成29年度末で設置期限を迎えることとなっていた介護療養病床につぃては、その経過1日
延長することとした。

成29「・,平成2-T

第6期介護保険業計画

必要な法

介旗保険事
計画基本指針

介雄保険亊榮
(支)計画策定

介護療養型

医療施設

H30.3床

叩ロロ^;j、,、1

ーーー＼＼
新施設の人員配、
施設基準、報酬など
が具体的に決定。

※例えば、面積の拡大は大規擾改修まで猶予するなと所要の経避昔を設ける。

平成31T 成32年~

第7期介護保険業計画(平成30年4月から3年間)

＼＼
H30.4

介護医療院無遼＼貸隷、ゞ煎、隱襲§＼ゞ邇＼＼、隱選、ゞ＼浸煎、ゞ、ゞ熱＼、淺恵隱武

間を6年問

経過期問(6年間)



介護医療院とはー

.住まいと生活を医療が支える新たなモデルとして創設

.介護保険上の介護保険施設(生活機能)+医療法上の
医療提供施設(長期療養)

.1型.介護療養病床(療養機能強化型)相当と

11型老人保健施設相当(療養型)のサービス提供
畢

尊厳を保障する介護医療院
利用者の尊厳を最期まで保障し、状態に応じた自立支援
を常に念頭に置いた長期療養・生活施設であり、さらに、

施設を補完する在宅療養を支援し、地域に貢献し地域に

開かれた交流施設として、地域包括ケアシステムの深化

推進に資する社会資源である。

介護医療院の提供サービス

.利用者の意思・趣向・習慣の尊重(個別ケア)

.人生の最終段階における医療・ケア(ACP)

.生活期りハビリテーション(心身機能・活動参加)

.廃用性症候群の脱却(過剰介護廃止)

.自立支援介護(食事入浴排池)

.摂食噂下・栄養・口腔機能・口腔ケア・裾癒防止

●通所りハ・訪問りハ・短期入所

.地域貢献(介護者教室・出前講座力フエ
ボランティア・地域づくり)"



介護医療院における生活施設の役割

●プライバシーの尊重(ハード十ソフト)

●居場所づ4火愛着ある物の持ち込み・音楽)

●生活環境(トイレ・浴槽・ベッド高・椅子テーブル

サイズ・手すり位置・補助具)

●年中行事・レクレーション開催

●地域交流(住民交流イベント・カフェ・社会資源利用)

介護医療院の理念

●利用者の尊厳を保障することを最大の使命とします。

→尊厳を保障する施設

●自立支援を念頭に置いてサービスを提供します。

→自立支援施設

必要かつ良質の施設及び在宅の療養を提供します。

→入所・在宅療養施設

潤いある生活感溢れるサービスを提供します。

→生活施設

地域に開かれた交流施設として地域貢献します。

→地域頁献施設
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